


イ　規定はあるが制度を実施したことがない理由

第１８表　育児休業制度規定はあるが制度を実施したことがない理由（事業所数の割合・複数回答）

100.0 85.5 3.1 1.8 0.5 0.9 3.7 7.0 

100.0 86.8 3.3 2.6 0.7 0.7 3.3 6.6 

100.0 94.1 0.6 0.6 0.6 0.6 1.8 2.4 

100.0 87.6 3.7 0.0 0.0 0.2 3.6 4.9 

100.0 83.7 0.6 0.0 0.0 15.7 0.0 0.0 

100.0 59.5 5.3 0.0 0.2 0.0 11.5 23.5 

100.0 86.2 2.8 2.8 0.5 0.0 8.3 2.8 

100.0 86.2 6.6 0.0 3.2 0.1 3.8 3.4 

100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

100.0 88.7 5.1 5.1 0.2 0.0 0.0 6.0 

100.0 85.7 2.7 2.7 0.0 0.4 2.3 6.3 

100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

100.0 92.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.0 

100.0 78.9 2.3 2.3 0.0 2.3 2.3 14.1 

100.0 82.3 3.4 1.7 1.7 1.7 5.2 5.8 

100.0 88.4 2.8 1.9 0.0 0.9 1.9 5.8 

100.0 83.4 3.3 1.7 0.3 0.3 5.6 10.7 

100.0 74.9 5.0 4.9 0.1 2.5 5.8 9.3 

100.0 87.8 2.7 1.1 0.6 0.6 3.3 6.6 

 （％）

調 査 計

５ ～ ２ ９ 人

３ ０～ ９ ９人

１００～２９９人

３００～４９９人

５００人以上

建 設 業

製 造 業

情報通信業

運輸、郵便業

卸売、小売業

金融、保険業

宿泊、飲食業

サービス業

県 北

中 央

県 南

労 働 組 合 有

労 働 組 合 無

注1)「サービス業」には「学術研究、専門・技術サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「複合サービス事業」、「サービス
業（他に分類されないもの）」を含む。

注2)調査計、規模別、地域別及び労働組合有無別には、「農林漁業」、「鉱業、採石業、砂利採取業」、「電気・ガス・熱供給・水
道業」、「不動産業、物品賃貸業」、「教育、学習支援業」、「医療、福祉」を含む。

区　　分 合　計
該当する従業
員がいないため

人員の不足に
より、休業取得
が不可能なた

め

専門的な業務
により、代替が
できないため

制度の周知や
啓発が不十分
であるため

託児所の設置や短時
間勤務制度等により、
働きながら育児を行
える環境にあるため

その他 無回答
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別

産
業
分
類

「該当する従業員がいないため」が85.5％

　育児休業制度規定はあるが実施したこ

とがない理由については、「該当する従業

員がいないため」が85.5％と最も多くなっ

ている。
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図-18　規定はあるが制度を実施したことがない理由
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